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はじめに

人口減少・経済成長率の低下な
ど、成長型から成熟型社会に移行し
た日本では、建物もスクラップ・アンド・
ビルドからストック型へと移行し、中長
期的に不動産を保有し、利用・運用
する流れになってきている。個々の
建物が良質なストックとして残っていく
ためには、日々 の適切な維持管理が
欠かせない注1。さらに、不動産の価
値を最大化するためには、建物が時
代の変化に応じた最適な用途で使わ
れていることが大切である。

写真などで過去と現在の都市や街
の姿を比較してみると、時間的な変
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 　 Practical Study & Research

化をイメージとして視覚的に捉えるこ
とはできるだろう。しかし、その変化
の程度を定量的に把握することは難
しく、それを可視化した調査は少な
い。そこで株式会社ザイマックス不
動産総合研究所（以下、「ザイマック
ス総研」）は、特定のエリア（大阪市
中心部）を取り上げ、一定期間に不
動産の使われ方がどのように変化し
たか調査を行った。本稿では、その
調査結果を紹介しながら、不動産利
用の変化の要因や背景、方向性、今
後の課題等を概観する。

建物はいったん建つと物理的には
少なくとも50～ 60年はもつため、現
在の不動産市場の状況や利用用途

だけにフォーカスするのではなく、中
長期的な視点で不動産利用を考えて
いくことは、ストック型社会において極
めて大切なことであると考える。本稿
が、不動産保有者のみならず、利用
者、運営者、開発者、行政機関等多
くの関係者にとって、今後の不動産の
あり方を考える重要な視点となること
を期待する。

1.	 建物ストックにおける
	 中身の変化とその要因

不動産は、土地とそこに建つ建物
などで成り立ち、われわれの生活と活
動を支える重要な社会基盤となって

良質なストック形成にむけて

注 1
本誌 2015/4、vol.24「中長期投資の時代に求められる不動産投資スタイル～リスクマネジメントから「修繕」を考える～」、2015/6、vol.25「これからの不
動産市場における環境マネジメントの重要性～環境認証の経済性分析を通じて～」などで取り上げてきた。
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いる。不動産の使われ方は、時間の
経過の中で決して固定的なものでは
なく、経済情勢、産業構造、ライフス
タイルの変化や政策など、自然的、社
会的、経済的及び行政的な様々な
要因に影響を受けている。
【図表1】は、建物ストックがどのよ

うに変化するか、その中身をイメージ
として表したものである。過去の特定
時点と現在の建物ストックを比較して
みると、多くは建替えをすることなく、
既存の建物のまま存在している。し
かしその一方で、一部の建物ではな
にかしらの変化が起き、その変化の
主なパターンは、①築古化が進んだ
既存建物の建替え、②既存建物の
別用途への変換（コンバージョン）が
ある。また、③今まで更地だったとこ
ろに建物が新築される、ことも変化の
一つである。

図表 1　建物ストックの中身の変化（イメージ ）

図表 2　大阪市中心部の最多用途の変化（町丁目別 ）

2．大阪中心部にみる
	 不動産用途の変化の実態

ザイマックス総研では、先般、「時
代とともに変化する不動産利用」（以
下、「本調査」）を発表した注2。この
レポートは、大阪市中心部について、
大阪市より提供をうけた「土地利用
現況調査」を用い2000年から2013年

（現在の最新年）までを、2013年以
降は別データと現地調査で、不動産

利用の変化の実態について調査した
ものである。

過去10～ 20年を振り返ると、大き
な社会経済状況の変動を受けて、
個々の不動産の使われ方が徐々に
変化しているのがわかる。さらに、地
域や都市レベルでみても変化の特徴
や方向性を観察することができる。

【図表2】は、2000年（ H12 ）から
2013年（ H25 ）にかけて、大阪市に
おける各町丁目別に建物の用途の変
化をみたものである。町丁目ごとに延
床面積を集計し、最も割合が多い用
途別（事務所、商業施設、宿泊施
設、住宅、その他注3 ）に色分けしてい
る。これをみると、2000年当時（左
図）は事務所が中心部に集まり、住
宅は周縁部に広がっているが、2013
年（右図）になると事務所中心であっ
た町丁目が、商業施設、住宅へ変化
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注 2
ザイマックス総研「時代とともに変化する不動産利用」（2017年 4月 17日）。https://soken.xymax.co.jp/2017/04/17/1704-transition_of_property_use_in_cbd_

osaka/

注 3
その他：事務所、商業施設、宿泊施設、住宅以外のすべての用途、学校・病院・供給施設・工業・通信運輸・官公署などをさす。

梅田 梅田 

本町 本町

なんば なんば
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しているのが目立つ。そこで、本調査
では、調査対象を更に大阪市中心部
の「梅田」「淀屋橋・本町」「心斎橋・
なんば」の3つのエリア【図表3】に
絞り、全体の「建物ストックの変化」
を把握し、「建替えられた建物」の規
模や用途の変化をみていった。

（1）	建物ストックの変化

まずは3エリアを合わせた建物ス
トックの量的変化をみていく。対象エ
リアの建物数は、2000年の11,816棟か
ら2013年の10,968棟へ848棟（ 7％）
減少している。一方、総延床面積は
2000年の1,915万㎡から2013年には
2,209万㎡へと294万㎡（ 15％）増加
した。建替え時の余剰容積率の消
化や総合設計による容積率の割り増
し、御堂筋の高さ規制の緩和、更地
だった北ヤードの新規開発などが延
床面積の増加につながったものと考え
られる。

延床面積の用途別割合をみると、
2000年は事務所が1,213万㎡でもっと
も多く63％を占めている。しかし、
2013年にかけて、商業施設、住宅、
宿泊施設が大きく増え、事務所が

図表 3　大阪中心部の調査エリア

図表 4　延床面積（用途別 ）と建物数の推移

図表 5　2000-2013 年の増減面積 図表 6　面積の変化（2000 年＝ 100）
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1,223万㎡とほとんど変わらないもの
の、全体に占める割合は55％まで減
少している【図表4】。

2000年から2013年までの用途別
の延床面積の増減をみると、事務所
は10万㎡と増加はわずかである一方
で、商業施設は164万㎡、住宅は152
万㎡と大きく増加している【図表5】。
2000年の建物の総延床面積を100と
すると、2013年の事務所は101であ
り、商業施設が157、住宅が294、宿
泊施設が130と、特に住宅が急増し
ていることがわかる【図表6】。 
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※小数点第一位を四捨五入しているため 、増減面積が【図表 4】の差と異なる場合がある。
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（2）建物の建替えによる変化

建物ストックの変化の源泉である
「建替え」「更地での新築」「既存
建物の用途変換（コンバージョン）」
のうち、この中で変化量として最も大
きい「建替え」についてみていく注4。
【図表7】は、2000年から2013年

にかけて建替わった建物を用途別に
地図にプロットしたもので、丸の大きさ
は建物の規模（延床面積）を示して
いる。これをみると、「多くの建物は
規模が大きくなって建替えられている」
「建替えられた建物の使われ方は多
様化している」という特徴がわかる。

用途別にみると、事務所は「梅田
エリア* 」や御堂筋沿いで大型化し
て建替えられたものが多く、それ以外
のエリアでは、他の用途への建替え
が目立つ。商業施設は大阪（梅
田）駅前において、大型商業施設へ
の建替えがあったが、「心斎橋・なん
ばエリア* 」では小規模な建替えが多
い。住宅はもともと少なかったが、事
務所などからの建替えにより、大阪市
中心部の広いエリアにわたり建築され
ており、大規模なものも見受けられる。
宿泊施設は「淀屋橋・本町エリア」
「心斎橋・なんばエリア* 」で増加して
いる。
*各エリアは【図表3 】を参照のこと 
【図表8】と【図表9】は、建替えら

れた建物の建物数と延床面積の変化
を用途別にみたものである。

2000年から2013年にかけて763棟
が建替えられ、その結果、建物数は
580棟に24％減少し、逆に延床面積
は155万㎡から343万㎡と2.2倍に増

図表 7　建替えられた建物（用途と規模の変化 ）

図表 8　建物数の変化（建替え前・後 ）

図表 9　延床面積の変化（建替え前・後 ）
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注 4
総研レポート（注 2）では「更地での新築」についても掲載しており、各エリアの特徴などについても考察している。

	 2000年（H12年）	 2013年（H25年）



Business
Trend

 82 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.38

加した。複数の建物がまとまって一つ
に建替えられて建物数が減少する一
方、建物の大型化が進んで全体の延
床面積の増加につながっている。

用途別には、事務所は234棟から
96棟と138棟（59％）減少し、住宅や
宿泊施設など他の用途に建替わった
ものが多い。しかし、延床面積は86
万㎡から130万㎡と44万㎡（ 51％）
増加していることから、事務所ビルは
大型化して建替わっていることがわか
る。商業施設は24棟（ 10％）増加
し、多くは従前と同規模で建替えられ
ている。しかし、一部が大型商業施
設に建替わり、延床面積は79％増加
している。住宅は建物数が2.2倍、
延床面積は約28倍と大幅に増えた。
これは既存建物がタワーマンションに
建替わった要因が大きい。宿泊施設
は全体の中では少ないものの、建物
数、延床面積とも3倍近く増加してい
る。

 
（3）	不動産の使われ方の変化の

	 特徴と要因

このように大阪市中心部において、
不動産の使われ方が時代とともに変化
し、用途の多様化が認められた。これ
らの変化の特徴とその主な要因につ
いて【図表10】に整理した。

事務所は、オフィス立地の中心とい
える「淀屋橋・本町エリア」では御堂
筋沿いで大型オフィスビルに建替えら
れ、北ヤードをはじめとする「梅田エ
リア」では複数の大型オフィスビルが
竣工し、移転してくる企業が増えて企
業集積が進んだ。オフィス立地として
の存在感が「梅田エリア」で増して
きた。

図表 10　建物用途の変化の特徴と主な要因

商業施設は、百貨店・家電専門店
などの大型商業施設の進出や増床が
「梅田エリア」で相次ぎ、集客力が増
して人の流れが大きく変わった。「心
斎橋・なんばエリア」では急増するイ
ンバウンド需要を見込んだ小型店舗
が数多く出店し、商店街が活性化し
ている。関西空港の24時間稼働や
LCCの就航の増加など、海外アクセ
スの利便性向上などを背景に、東南
アジアを中心とした訪日外国人の伸
びは全国平均以上で、宿泊・観光業
や商業などのインバウンド需要が急増
している状況である。

住宅はエリア全体で増加した。タ
ワーマンションの建設などによって職住
近接による利便性を求めた実需の購
入者が増え、子育て終了世代や
DINKSだけでなく、一般世帯も含め
た都心回帰の流れが続いている。

宿泊施設は住宅と同様、エリア全
体で増加している。急増する訪日外
国人を取り込むホテル需要は高く、他
の用途の建物から宿泊施設にコン

バージョンするケースもみられた。
 

3．社会環境の変化に対応した
建物ストックの形成にむけて

不動産の使われ方の変化は、進
行する速度や特徴などに差はあるも
のの、大阪市に限ったことではなく、
全国各地で起きている。低成長下の
日本は、スクラップ・アンド・ビルドの時
代からストック型社会へ移行してきて
おり、将来の安全で豊かな社会の実
現のためには、良質なストック形成が
欠かせない。一方で、今まで以上に
これからは不動産を取り巻く社会的・
経済的環境の変化のスピードが速く
なると予測され、不動産も時代に対応
した用途としてフレキシブルに適応で
きるかが重要になる【図表11】。

しかし、建替えやコンバージョンを計
画しても、経済合理性の観点や様々
な制約から容易に進まないという実態
がある。今後、建物の更新がスムー
ズに行われるようになるためには、【図
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表12】のように、法律などの制度の規
制緩和や融資基準の見直し等が必
要かもしれない。

建物ストックの更新が滞り、利用者
が必要とする建物とのギャップが広が
れば、エリアの活性化も進まず、良質
な街の形成も望めない。様 な々社会
環境の変化を的確にとらえ、それに
適応し、既存の建物を有効に活用す
ることが今後大切となる。良質なストッ
クが形成されていくためには、建物所
有者だけに依存する事なく、地域を
含めて、様 な々観点で捉え、議論し、
社会的な仕組みや制度の見直し、支
援などの必要に応じた対策も求めら
れよう。

おわりに

不動産は、用途の多様性と有用性
により時代毎に一定の用途に供され、
われわれの生活と活動の基盤となっ

ている。不動産は限られた資源であ
り、これをどのように使っていくかは、
極めて重要なテーマである。

高度成長期・バブル期に急増した
建物はどんどん築古化が進んでい
る。中長期にわたり建物を良好に保
有するには、適切な維持管理と同時
に、適切な用途で利活用を継続でき
ることが大切になる。

今後、社会環境の変化が加速して
いく中、不動産が最適に利用され良
質なストック形成が行われることは、

不動産市場の活性化を通じて日本
経済に寄与するだけでなく、国民の
豊かな生活に繋がるものである。

本稿が、個別の不動産所有者、利
用者、投資家のみならず政策決定者
など多くの人にとって、今後の不動産
の利用を考える一助になれば幸いで
ある。ザイマックス総研では、今後とも
不動産を取り巻くテーマについて調査
分析を行い、また有用な基礎データの
提供を行っていく予定である。

図表 11　不動産を取り巻く主な社会環境
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図表 12　最適な不動産利用の促進
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